
 
 

 

デジタル経済へのシフトとデジタル革命：電子インボイス導入に向けた進化 
  

マレーシア政府は電子インボイス制度の導入計画を発表しましたが、これにより企業の税務や事業実

務に大きな影響を与えることが予想されています。マレーシアにおける電子インボイスとは、単にイ

ンボイスをメールに添付し送付するような従来の方法とは異なります。 

電子インボイス制度を理解する 

a) 電子インボイスとは？ 

電子インボイスとは、売主と買主の間で行われた商取引の財務情報を電子データ化し、リア

ルタイムで捉えることを可能とする仕組みを指します。内国歳入庁（以下、IRB）によると、

「電子インボイスとは、紙媒体の請求書（例：スキャンされたもの）やその他の取引文書の

代替として、IRB によって指定された以下形式で作成されたもの」と説明しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



b) 電子インボイスの種類とは？ 

種類 

 

詳細 

Invoice  売主と買主の間で行われた商取引内容を記載した書類 

 

Credit note  
 

発行済インボイスに誤りや値引き、返品による請求額

の変更がある場合に、そのインボイスを発行した売主

によって作られる書類 

Debit note 
 

発行済のインボイスに関連し、追加で請求が必要な場

合にその売主が発行する書類 

Refund note 
 

買主が請求額より多く支払いを行った場合に、返金処

理のために売主が発行する書類 

 

c) 電子インボイスの発行が必要とされる取引は？ 

対象取引 

 

詳細 

収入の証明 

 

事業者の売上やその他の収入に関する取引の証憑 

支出の証明 事業者の仕入やその他の支出に関する取引（売上伝票

からの値引及び返品を含む）の証憑 

 
 

d) 電子インボイスの発行が求められる対象者は？ 

マレーシア国内で商取引を行っている全ての事業者が対象です。 

 
 
 
 
 
 
 
 

取引形態 

 

企業形態 

 
Business to business (B2B) 
Business to customer (B2C) 
Business to government (B2G) 

全ての個人及び法人（以下含む）の事業体が対象 

✓ 協会 ✓ パートナーシップ 

✓ 個人団体 ✓ 財産信託基金 

✓ 支店 ✓ 不動産信託 

✓ 事業信託 ✓ 不動産投資信託 

✓ 協同組合 ✓ 駐在員事務所と地域事務所 

✓ 法人 ✓ 信託団体 

✓ 有限責任パートナーシ

ップ 

✓ 投資信託 



e) 覚えておかなければいけない今後のスケジュールとは？ 

日付 

 

詳細 

2023年 7月 21日～ 

    2024年 5月 10 日 

 

電子インボイスガイドライン発行 (versions 1.0 ～2.3)  

電子インボイス特定ガイドライン発行 (versions 1.0 ～ 2.1) 

ソフトウェア開発キット(version 1.0 及び version 1.0 の更新) 

 

 

現在 

 

企業は電子インボイス制度導入に向けた準備を進める必要

があります 

2024年 8月 1日 年間売上高が 1億リンギットを超える法人による実運用開始 

2025年 1月 1日 売上高が 1 億リンギット以下、且つ 2,500 万リンギットを超える

法人による実運用開始 

 

2025年 7月 1日 全ての法人による実運用開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


